
資料２－２

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　実施事業一覧

事業数 38事業　　予算額合計　1,532,356千円

■感染拡大を予防する対策　　１５事業　　予算額計 273,459千円 （予算額：千円）

事業名 ＰＣＲ検査センター事業 予算額 107,801

事業概要

事業名 外来診療協力医療機関支援事業 予算額 28,300

事業概要

事業名 休日歯科診療所医療設備更新事業 予算額 6,719

事業概要

事業名 介護・福祉サービス事業所等感染防止支援事業補助金 予算額 43,873

事業概要

事業名 新型コロナウイルス感染症対策市民活動実施団体補助金 予算額 12,589

事業概要

事業名 感染症対策備蓄事業 予算額 5,000

事業概要

事業名 避難場所感染対策事業 予算額 16,975

事業概要

事業名 地域避難施設開設環境整備補助金 予算額 13,200

事業概要

事業名 庁舎等感染防止対策事業 予算額 7,323

事業概要

事業名 学校感染症対策事業 予算額 19,000

事業概要

休日診療所機能も有するＰＣＲ検査センターを健康センター西側の仮設駐車場内に新設
する。また、整備完了までの間にＰＣＲ検査が実施できるよう仮設施設を用意する。

新型コロナウイルス感染症などの診療に協力する医療機関を支援するため、マスク等の
感染症対策物品を購入するほか、診療所内での感染拡大防止対策を支援する。

歯科診療を介した感染拡大を防ぐため、休日歯科診療所の歯科用吸引装置を更新する。

介護サービスおよび障害福祉サービス事業者が実施する、感染防止対策に要する経費を
補助する。

文化団体連盟や体育協会に加盟する分野別の連盟や協会の構成団体等の市民活動団体
が実施する感染予防対策に補助金を交付し、市民活動の継続を支援する。

災害発生時の避難場所および避難所を開設した際に使用するマスクやアルコール消毒
液、体温計を事前に配備し、避難場所等における感染症拡大を防止する。

災害時における避難場所において感染症拡大防止を図るため、パーテーション等を整備
する。

自治会館を災害時の避難場所または避難所として開放できるよう、感染防止等に必要な
物品等の購入を支援する。

市役所などの市の施設において、手指消毒用アルコールの足踏み式スプレー台や、窓口
に飛沫防止のためのアクリルパネルなどを設置し、感染予防を図る。

パーテーション、サーキュレーターなど、学校における感染症対策に資する保健衛生用品
を購入する。
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資料２－２

■感染拡大を予防する対策 （予算額：千円）

事業名 学校体育施設開放関係感染症対策事業 予算額 1,000

事業概要

事業名 リサイクルセンター感染防止環境整備事業 予算額 1,409

事業概要

事業名 対話支援システム導入事業 予算額 1,770

事業概要

事業名 病院来院者サーモグラフィー検査機器整備事業 予算額 5,500

事業概要

事業名 商店街感染症対策事業補助金 予算額 3,000

事業概要

学校体育施設開放事業で使用する施設等の消毒のため、感染症対策物品を購入する。

リサイクルセンターにおける感染防止のため、作業員用手洗い場を整備するとともに消毒
液を購入する。

マスク着用などでの窓口対応において、高齢者などとの対話による意思疎通をよりス
ムーズにするため、聞こえにくさを解消する機器を導入する。

青梅市立総合病院の来院者への検温をサーモグラフィー検査機器による自動化し、院内
感染防止策の効率化を図る。

商店街が実施する新型コロナウイルス対策事業への補助および新型コロナウイルスに対
応したイベントへの補助を実施する。
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■市民の生活を守る対策　　　７事業　　予算額計 248,352千円 （予算額：千円）

事業名 新生児特別定額給付金 予算額 65,166

事業概要

事業名 新型コロナウイルス対策生活支援臨時給付金支給事業 予算額 66,004

事業概要

事業名 新型コロナウイルス対策就学援助給食費特別支援事業 予算額 12,371

事業概要

事業名 学校給食用材料購入費保護者支援事業 予算額 32,569

事業概要

事業名 買い物代行支援事業 予算額 59,000

事業概要

事業名 生活保護面接相談体制の強化 予算額 2,461

事業概要

事業名 妊婦ＰＣＲ検査費用補助金 予算額 10,781

事業概要

国の定額給付金の対象となっていない令和2年4月28日から令和3年4月1日までに出
生した新生児の親に定額給付金10万円を給付する。

18歳以下の世帯構成員がいる非課税世帯に3万円を支給する。

学校臨時休業期間等における児童生徒の給食費相当額を就学援助世帯等へ支給する。

小中学校が臨時休業となり、家庭における食費の負担が増したことによる保護者の軽減
を考慮し、６月分の給食費を保護者からは徴収せず、市民生活を支援する。

新型コロナウイルス感染症に不安を抱えており、スーパー等に買い物に行けない高齢者
等に対して、買い物代行サービスを提供する。

生活保護の相談が増えていることから、相談員を増員し、相談体制を強化するとともに、
速やかな給付を図る。

自然分娩で出産した妊婦に対しＰＣＲ検査費用を補助する。
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■事業者を支える対策　　　８事業　　予算額計 761,847千円 （予算額：千円）

事業名 中小企業振興資金緊急資金融資事業 予算額 130,886

事業概要

事業名 中小企業ICT支援事業 予算額 56,000

事業概要

事業名 わがまち応援券「泊まろうよ！青梅」「つかおうよ！青梅」 予算額 150,000

事業概要

事業名 テイクアウト・サポートプロジェクト支援事業補助金 予算額 21,000

事業概要

事業名 野菜等自動販売機購入等補助金交付事業 予算額 12,000

事業概要

事業名 事業者支援臨時給付金 予算額 303,890

事業概要

事業名 幼児教育・保育施設従事者に対する応援事業補助金 予算額 25,660

事業概要

事業名 中小企業振興資金緊急資金融資事業（令和3年度以降分） 予算額 62,411

事業概要

新型コロナウイルス感染症の影響により売上高が減少している中小企業を対象に「新型
コロナウイルス緊急対策資金」として市が取扱金融機関から融資を行うとともに、利子と
信用保証料を全額負担し、中小事業者（利用者）の負担を軽減する。

市内の商工業者を始めとする全産業の事業者を対象にＩＴ関連機器導入等の支援を総合
的に行う。

プレミアム付き宿泊券「泊まろうよ青梅」は1枚1,000円で5,000円分の宿泊券として使
用でき、市内在住、在勤、在学者が購入できる。都外への不要不急の外出を控える中、市
内の魅力再発見を図る目的もある。
プレミアム付き商品券「つかおうよ！青梅」は1冊10,000円で13,000円分の商品券と
して使用でき、宿泊券と同様に市内在住、在勤、在学者が購入できる。

青梅商工会議所が実施するテイクアウトサポート事業を支援し、事業者の新業態の安定的
な運営に寄与しようとするもの。

野菜等自動販売機と農産物直売所のパッケージを用意し、農家の支払額を抑えつつ無人
直売所の拡充を目指す。

売上が前年度同月比15％以上減少するなど、経営に苦慮している中小企業等を対象に１
事業者あたり１０万円を給付し事業継続を支援する

幼稚園や保育園などの全職員を対象に、職種や正規・臨時の雇用形態を問わず、補助を
実施する。

新型コロナウイルス緊急資金融資を受ける事業者に対する利子補給に必要な経費のう
ち、令和3年度から7年度分までを新型コロナウイルス対策助け合い基金に積み立てる。
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■新しい生活様式の実現に向けた対策　　８事業　　予算額計 248,698千円 （予算額：千円）

事業名 公民連携事業支援 予算額 5,000

事業概要

事業名 動画コンテンツ活用事業 予算額 4,906

事業概要

事業名 テレワーク支援事業 予算額 12,171

事業概要

事業名 市議会リモート環境整備事業 予算額 8,228

事業概要

事業名 テレワーク環境整備事業 予算額 27,060

事業概要

事業名 コロナ対策用ＰＣ端末等整備事業 予算額 19,000

事業概要

事業名 電子申請促進事業 予算額 2,503

事業概要

事業名 ＧＩＧＡスクール構想端末整備事業 予算額 169,830

事業概要

公民連携による感染予防や新しい生活様式の実現などの課題解決を目指すため、新たな
技術や提案を募集する。

新しい生活様式のもとでの暮らしなどに役立つ動画を市民から募集し、応募された動画
を市のデジタルコンテンツとして活用する。

市民が新たな働き方に対応できるよう、市民センター等に簡易なテレワークスポットを整
備するとともに、民間事業者によるテレワークスペースの整備費用を補助する。

議員用タブレット端末の購入などにより、非対面による会議の実施や文書資料の共有化
などの環境を整備する。

職員がテレワークやＷｅｂ会議を実施できるようＰＣ端末などの情報機器を整備する。

青梅市立総合病院における院内会議やコロナ対策本部会議等のＷｅｂ会議を推進する。
また、事務局のテレワークを推進するため必要なタブレット端末を配備する。

市民が市役所に来庁することなく、より多くの電子申請ができるよう、メニューの拡大を
図る。

ＧＩＧＡスクール構想の実現に必要となる情報端末を購入する。
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